
様式（１）-①

令和２年９月

都市再生整備計画(第五回変更)

長崎市
な が さ き し

東部
と う ぶ

地区
ち く

長崎県　長崎市
な が さ き け ん な が さ き し

事業名 確認
都市構造再編集中支援事業
都市再生整備計画事業
まちなかウォーカブル推進事業

351914
四角形



目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 893.7 ha

平成 28 年度　～ 令和 3 年度 平成 28 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
都市全体の再編方針（都市機能の拡散防止のための公的不動産の活用の考え方を含む、当該都市全体の都市構造の再編を図るための方針）　※都市構造再編集中支援事業の場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

変 更 後

　　東部地区は、長崎街道の中で も難所といわれた日見峠が位置し、長崎を訪れる人たちはこの峠を越えて長崎入りしたことから、江戸時代には、長崎二十五宿として日見宿や矢上宿が置かれていた。
　昭和３０年（日見地区）、３８年（東長崎地区）と長崎市域に編入され、農業・漁業を主な産業としてしてきたが、南側の日見地区及びその周辺に昭和３４年の長崎水族館の開設、昭和３６年の長崎造船大学（現長崎総合科学大学）の移転、昭和５０年
の長崎市中央卸売市場、昭和５１年の長崎卸センターの開設により、文教の町、本市主要な流通業務地として発展してきた。また、交通網の整備により、中心市街地から人口流出したことから東部地区の他の地区も本市東部の住宅市街地として発展
している。
　このようなことから、東部地区の計画的で良好な市街地の形成をはかるため、東長崎地区のほぼ全域に当たる約750ｈａを区画整理事業の施行区域とし、日見地区より北側の矢上地区において昭和５３年から土地区画整理事業を行っており、現在は
更に北側の平間・東地区において土地区画整理事業を行っているが、社会経済情勢等の変化や地域住民が整備に時間を要する区画整理事業という手法を望まなかったことから、未施行区域での区画整理事業を廃止したため、未整備地区約400ｈａ
においては、都市基盤施設の整備が遅れている。
　一方で、東部地区の都市再整備は、東部地区の市街地の状況や区画整理事業の進捗を勘案しながら、平成２０年度より第一期として東長崎支所や公民館（図書室、多目的ホールを含む）、子育て支援センター等を備えた東部地区公共施設の整
備、道路の補修事業を行うなど地域拠点施設の整備を行いながら既存のインフラ施設の更新を進め、更に第二期では、区画整理事業中の平間・東地区土地区画整理事業区域内の都市公園の整備や区画整理事業廃止予定区域の生活道路の整備
を行い安全快適な暮らしやすいまちづくりを行ってきた。また、第一期では東部地区の観光施設であるペンギン水族館に新規施設の設置を併せて行い、観光客の誘致も図っている。
　第三期の都市再生整備では、生活圏を同じくする区画整理事業廃止区域内の公園等の不足する都市基盤施設の整備を行って住宅市街地として熟成を進め、東部地区の安全快適なまちづくりに寄与し、都市活力の維持、増進を図る。

・当地区は、本市東部の歴史的・文化的・経済的活動の中心であるにもかかわらず、道路や公園等、都市の基盤となる公共施設が不足しているところであるが、土地区画整理事業の廃止区域では、区画整理事業により整備予定であった道路や 公園
等の都市基盤施設の整備を行わないことから、区画整理事業に代わり 低限の道路や公園等の都市基盤施設の整備が必要となっている。
・今後は、高齢者、障害者、子育て世帯など誰もが暮らしやすく、防災性や耐震性などに優れ、さらに東部地区の地域特性である歴史や文化、景観等を活かすための機能的で魅力ある道路や公園整備の環境に配慮した安心･安全なまちづくりを進め
ることが求められている。

・長崎市第四次総合計画において、まちづくりの基本方針を「安全・安心で快適に暮らせるまち」とし、その実現のための基本施策を「暮らしやすいコンパクトな市街地の形成」としており、住環境の改善及び再生を図ることを目指している。
・都市計画部の重点的取組みでは、目指すべき目標として「にぎわいと暮らしやすさの都市づくり」を重点化方針に定め、重点的施策を「安全快適なまちづくり」、「都市活力の維持・増進を図る都市づくり」として、都市基盤施設が未整備な市街地におい
て､土地区画整理事業などを推進し、防災及び救急活動に必要となる生活道路の整備や公園などのオープンスペースの確保などにより防災性の向上を図るとともに、計画的で良好な市街地の形成を図ることを主な取組みとしている。
・また、土地区画整理事業廃止区域内における東長崎縦貫線などの都市計画道路についても、安全快適なまちづくりとする重点的施策のもと、都市基盤の施設整備を行い住環境の改善を図ることにより、にぎわいと暮らしやすさの都市づくりを目 指
し、整備に取り組んでいくことにしている。

○長崎市の東部市街地圏域の拠点として、暮らしやすいコンパクトな市街地を形成する。
　・安全快適なまちづくり
　・都市活力の維持・増進を図るまちづくり

長崎市は、長崎港を囲む、「海～まち～山」からなる、すり鉢状の地形から平地が少ない特有の地形を有しており、12回の合併を重ねながら拡大し、人口の増加とともに、市街地がまちなかから斜面地に沿って広がり、世界有数の景観を織りなすコンパ
クトな都市が形作られている。また、歴史に培われた特色ある文化を有しており、東山手や南山手に残る伝統的建造物群は今もなお、居留地時代のエキゾチックなまちなみを残しており、世代を超えて歴史ある空間が引き継がれている。
　一方、長崎市は全国的にも人口減少のスピードが著しく、高齢化についても全国を上回る速さで進行する見通しが示されており、長崎市が抱える問題は、人口減少を起因としたものが多く、少子化対策や定住促進、若者世代の流出防止などの取り
組みを進めているが、減少傾向を止めることは難しい状況である。
　このような状況の中で、人口減少や安全性に対応しつつ、長崎市特有の都市の成り立ちや歴史性などを踏まえた「長崎らしい都市づくり」進めていく必要があることから、長崎市では、目指すべき集約連携型の都市構造として「ネットワーク型コンパク
トシティ長崎」を掲げ、都市全体の観点から居住機能や商業、医療、福祉等の都市機能を誘導していくことで、持続可能な都市構造の実現を図ることとしており、将来にわたり賑わいと活力を支える3つの主要な地域として「都心部」、「都市周辺部」、「地
域拠点」を位置づけ、3つの主要な地域と地域センターがある各地区の中心となる生活地区との連携強化を図るため、公共交通や道路、情報などを地域間を結ぶネットワークを形成することで、地域の魅力に磨きをかけながら、人口減少下においても
市全体の暮らしやすさを維持していく。
　このうち「地域拠点」の1つとして位置づけている東部地区では、「居住誘導区域」において、土地区画整理事業や同事業廃止区域内における道路・公園等の都市基盤施設の整備を行うことで、子供から高齢者までが快適で暮らしやすい環境の創出
を図り、安全・安心な場所への居住誘導を行い、コンパクトな市街地の形成を目指すこととしている。

都道府県名 長崎県 長崎市
ながさきし

長崎市東部地区
な が さ  き し  と う ぶ ち く

計画期間 交付期間 3
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都市構造再編集中支援事業の計画　
都市機能配置の考え方

都市再生整備計画の目標を達成するうえで必要な誘導施設の考え方　※誘導施設を整備する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

都市の再生のために必要となるその他の交付対象事業等

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ Ｈ26 R3

〃 Ｈ26 R3防災・安全面が向上したと感じる人の割合 〃 道路・公園整備により防災面・安全面が向上したと感じる人の割合の向上 65.1 72.6

すみやすいと感じる人の割合 長崎市民意識調査の結果（対象：地区内） 当地区が住みやすいと感じる人の割合の向上 79.3 80.5

 平間・東地区土地区画整理事業や同事業廃止区域内における都市基盤施設整備により、道路・公園等の整備を行い、防災面・安全面の向上及び快適で暮らしやすい環境の創出を図る。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

公共交通の結節点となる「地域拠点」である東部地区では、将来的にも都心部・都心周辺部を補完する商業・業務・行政・福祉などのサービスを担うべき地域として高次な都市機能の集積を図る。



整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

変更なし

■東部地区東長崎土地区画整理事業施行区域の廃止方針の決定及び代替整備の実施
　長崎市では、昭和50年に都市計画決定された東長崎地区の土地区画整理事業約750ｈａにおいて、事業が長期化する中、人口減少や住宅地の供給過剰等に伴う土地価格の下落等、社会経済情勢等が変化するとともに、公共事業としての必要性が
変化してきたこと、また、地元の意向や第三者委員会による検討により、長崎市における土地区画整理事業の見直しの必要性が生じてきた。このことから、平成22年3月に市の施策を方針転換し、事業の早期完成を図るため、区域を縮小する方針を決
定し、令和元年度に都市計画変更手続き（見直し）を行った。
　これに伴い、都市基盤施設の整備が遅れている土地区画整理事業の廃止区域においては、土地区画整理事業に代わる事業として、見直し後の都市計画道路や生活道路等の整備を長期計画において、平成23年度から令和3年度まで予定している。
　東部地区では、不足する都市基盤施設を整備し住環境の改善を図ることにより、暮らしやすいコンパクトな市街地形成を目指す。

方針に合致する主要な事業
整備方針１：安全快適なまちづくり(立地適正化計画P151,156 (3) ①「安全・安心で快適な空間の創出」施策関連）
　○都市基盤施設が未整備な市街地において､土地区画整理事業などを推進し、防災及び救急活動に必要となる生活道路の整備や公園などのオープ
     ンスペースの確保などにより防災性の向上を図るとともに、計画的で良好な市街地の形成を図る。

公園事業（基幹・市）
土地区画整理事業（関連・市）
東長崎地区都市基盤施設整備事業（東長崎縦貫線都市計画道路事業、古賀駅前線都市計画道
路事業）（関連・市）

整備方針２：都市活力の維持・増進を図るまちづくり(立地適正化計画P151,156 (3) ①「安全・安心で快適な空間の創出」施策関連）
　○土地区画整理事業廃止区域内の都市基盤施設の整備により、住環境の改善を図り、良好な市街地の形成を図る。

公園事業（基幹・市）
土地区画整理事業（関連・市）
東長崎地区都市基盤施設整備事業（東長崎縦貫線都市計画道路事業、古賀駅前線都市計画道
路事業）（関連・市）
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変更後

目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市構造再編集中支援事業） 様式（１）-④-１

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路

公園 長崎市 直 6500㎡ H28 H30 H28 H30 147.0 147.0 147.0 147.0 －

公園 長崎市 直 2800㎡ R1 R3 R1 R3 156.0 156.0 156.0 156.0 －

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設

高質空間形成施設

高次都市施設 地域交流センター

観光交流センター

まちおこしセンター

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

誘導施設 医療施設

社会福祉施設

教育文化施設

子育て支援施設

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 303 303 303 0 303 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

長崎市 直 893.7ha R3 R3 R3 R3 4.0 4.0 4.0 4.0

合計 4.0 4.0 4.0 0.0 4.0 …B

合計(A+B) 307.0
（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度
長崎市 国土交通省 30.0ha ○ ○ H14 R3 10,500

長崎市 国土交通省 1.87km ○ ○ Ｈ24 R3 5,230

長崎市 国土交通省 0.44km ○ ○ Ｈ24 R3 1,176

合計 16,906

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

東長崎平間・東地区土地区画整理事業 平間・東地区

東長崎縦貫線都市計画道路整備事業 古賀地区、東地区

古賀駅前線都市計画道路整備事業 古賀地区、松原地区

事業活用調査
事業効果分析調査 長崎市東部地区

まちづくり活動
推進事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

（参考）事業期間
事業 事業箇所名 事業主体 直／間

交付期間内事業期間

細項目
規模

地域創造
支援事業

交付期間内事業期間
事業箇所名 直／間

（仮称）清藤公園

規模
（参考）事業期間

交付対象事業費 307.0 交付限度額

細項目
事業

（仮称）中里中央公園

事業主体

130.4 国費率 0.425

住宅市街地総合整備事業
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（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

　○○○地区（○○県○○市）　整備方針概要図（都市構造再編集中支援事業）

目標
代表的な

指標

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

様式（１）-⑦-１

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

（　　　　） （　　　年度） → （　　　年度）

　○○○地区（○○県○○市）　整備方針概要図（都市構造再編集中支援事業）

目標
代表的な

指標

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

様式（１）-⑦-１
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